
事 業 評 価 シ ー ト

担当課・室長：環境情報室長

事 業 名 環境情報の国民等への分かりやすい形での提供

上位施策名 環境情報の整備と提供

１ 事業の概要 ○ 環境白書、環境情報要覧その他の資料の発表を通じて、国民に対する
環境情報の提供を的確に実施する。
・平成 年度中のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続回線の増強を図る（６ﾒｶﾞ 。13 bps）

○ 環境情報に係る国民からの照会に対して迅速、的確に対応するシステ
ムを整備する。
・申請・届出等手続に係る案内・教示のための「ワンストップ・サービ
ス」の整備を図る。また、平成 年度までに申請・届出等手続のオ14
ンライン化実施のための共通的基盤システムを整備する。

○ 総合的な環境情報データベースと地方公共団体、公益法人などとのネ
ットワークを活用した提供システムを整備する。
・平成 年度までに「環境情報総合データベース」を構築する。15

２ 進捗状況 ○ 記者発表資料や各種の環境情報を掲載。また、環境白書、環境法令な
どコンテンツの充実を進めており 「図で見る環境白書」等環境省がこ、
れまで作成した分かりやすい環境情報も電子化し、環境省ホームページ
に掲載した。

環境省ホームページのヒット数は、省庁再編前の 年 月おける12 12
月間 万件に比べ、 年 月には月間約 万件と倍増。180 13 5 390
環境情報の提供手段としての効果を上げているものと考える。

○ 申請・届出等手続に係る案内・教示のための「ワンストップ・サービ
ス」を推進するため、１５０の手続の窓口情報や申請書様式等をホーム
ページから提供した。

３ 評価 ○ ホームページのコンテンツの充実及び閲覧者の増加に対応するため、
平成 年度中に回線容量を増強し、提供情報の充実を図ることが必要13
である。

閣僚懇談会におけるＩＴ担当大臣発言12.11.26
・インターネット接続回線の増強：６メガｂｐｓ
・環境省における回線容量：１．５メガｂｐｓ

○ 申請・届出等手続に係る新アクション・プランに基づき、行政手続き
の案内・教示のための「ワンストップ・サービス」の充実を図ること、
また、申請・届出等手続のオンライン化実施に向けて、平成 年度ま14
でに共通的基盤システム（認証システム、汎用受付・結果通知等システ
ム等）を整備する必要がある。

４ 予算事項名 ・情報基盤の強化対策経費

５ 対応副施策等
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